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2023年の相続税路線価は、全国平均で前年比プラス 1.5％となり、2年連続で上昇した 

回復傾向が継続 

全国平均 

国税庁は 7月 3日、2023年 1月 1日時点の相続税路線価（以下、路線価）を発表した。全国

平均で前年比プラス 1.5％となり、2年連続での上昇となった（2022年はプラス 0.5％）。 

主要都市（都道府県庁所在地） 

主要都市（都道府県庁所在地）の最高路線価の路線を以下の表 1 にまとめているが、3 大都

市圏では、コロナ禍の影響を深く受けていた東京/銀座中央通り、大阪/御堂筋も昨年までの下

落から上昇に転じた。名古屋/名駅通りは 2年連続で上昇となった。 

その他主要都市においては、神戸/三宮センター街、福岡を除き、2 年連続で上昇。また、札

幌・さいたま・京都では上昇率が拡大する等、回復傾向が継続している。 

コロナ禍前の 2020年 1月 1日時点と比較すると、札幌、さいたまが 10％以上の上昇となる

など、複数の都市で堅調な動きとなっている。一方で、神戸/三宮センター街は、コロナ禍によ

る店舗売上減少の影響による地価下落が大きかったと考えられる。 

表 1  主要都市（都道府県庁所在地）の最高路線価（1月 1日時点）   （単価：千円/㎡） 

都市名 最高路線価の路線所在地 
2023年 2022年 2020年から

の変動率 単価 前年比 単価 前年比 

≪三大都市圏≫            

東京 中央区銀座 5丁目 銀座中央通り 42,720 1.1% 42,240 -1.1% -7.0% 

名古屋 中村区名駅 1丁目 名駅通り 12,800 2.6% 12,480 1.3% 2.6% 

大阪 北区角田町 御堂筋 19,200 1.3% 18,960 -4.0% -11.1% 

≪その他≫            

札幌 中央区北 5条西 3丁目 札幌停車場線通り 6,680 8.4% 6,160 4.8% 16.8% 

仙台 青葉区中央 1丁目 青葉通り 3,470 2.4% 3,390 2.7% 9.1% 

さいたま 大宮駅西口駅前ロータリー 4,750 8.0% 4,400 3.3% 11.5% 

横浜 横浜駅西口バスターミナル前通り 16,800 1.4% 16,560 3.0% 7.7% 

京都 下京区四条通寺町東入 2丁目御旅町 四条通 6,970 3.6% 6,730 3.1% 3.6% 

神戸 中央区三宮町 1丁目 三宮センター街 5,000 2.0% 4,900 -5.8% -13.2% 

広島 中区胡町 相生通り 3,390 3.0% 3,290 3.5% 3.0% 

福岡 中央区天神 2丁目 渡辺通り 9,040 2.7% 8,800 0.0% 2.7% 

出所 国税庁 HPより三菱 UFJ信託銀行が作成 

1都 3県下の価格上昇率上位路線 

1都 3県における路線価上昇率の大きな路線に目を向けたい。表 2に 2023年の各税務署管内

における最高路線価の上昇率の上位路線をまとめた。下表の路線は、総じて駅周辺に位置し、



 
2 

駅前の再開発等が進行中または計画されている地域である。商業施設の売上回復や周辺のマン

ション開発等が地価上昇に影響したと見られる。 

表 2   1都 3県の上昇率上位路線   （単価：千円/㎡） 

No 税務署名 最高路線価の路線所在地 
2023年 2022年 

単価 前年比 単価 前年比 

1 神奈川 横浜市神奈川区鶴屋町 2丁目 3,540 14.2% 3,100 6.2% 

2 厚木 厚木市中町 2丁目 1,010 12.2% 900 4.7% 

3 千葉西 習志野市津田沼 1丁目 1,230 11.8% 1,100 3.8% 

4 市川 市川市八幡 2丁目 1,720 10.3% 1,560 3.3% 

5 船橋 船橋市本町 1丁目 2,360 9.8% 2,150 3.4% 

6 東金 大網白里市東駒込 60 9.1% 55 - 

7 足立 足立区千住 3丁目 4,840 8.8% 4,450 5.0% 

8 中野 中野区中野 5丁目 4,860 8.5% 4,480 4.9% 

9 荒川 荒川区西日暮里 2丁目 2,340 8.3% 2,160 1.4% 

10 川崎南 川崎市川崎区駅前本町 5,620 8.1% 5,200 5.9% 

出所 国税庁 HPより三菱 UFJ信託銀行が作成       

実勢価格と路線価 

路線価は、土地の相続税評価額等を算定するための土地の価格を示したものである。一方、

全国約 26,000 地点の標準地について公表される公示価格は、適正な地価形成のために、一般の

土地取引の指標を与える役割を担っているが、両価格を比較した場合、路線価の水準は公示価

格のおおよそ 80％程度（公示価格は路線価の 1.25倍程度）となっている。従って路線価の 1.25

倍の水準が実勢価格の目安とも言える。 

しかし、実際の売買においては、2022年 12月に適時開示された港区新橋 5丁目の土地で、路

線価の 3倍を超える取引が見られた。実際の売買価格は、土地の地形、面積等の個別性や土地の

適性に応じた需要の強弱を反映した市場環境等を考慮のうえ決定されるため、都心商業地等にお

いては、路線価と大きく異なる水準で取引が行われる場合があることに留意が必要である。 
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